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製造業における産業間賃金波及効果の検証

村 朗

1. 序 節

産業間に賃金波及効果（いわゆるキー.インダストリ 

-理論）が存在する'ことは多くの論者によって指摘さ 

れてきた。わが国でも佐野〔4〕らによる一連の研究 

により，春鬪時における大規模企業では企業間（産業 

間）賃金波及効果の存在が確認されている。しかし， 

調査対象企業は特定の大企業であり，わが国全体の賃 

金決定機構の内で賃金波及効果の重要性を位置づける 

までにはいたっていないと思われる。

一方，Sh inka i〔1〕は産業別時系列資料よりMe. 

h r a〔3〕の分析手法を用いて産業間賃金波及効果の 

検IEを試みている。そこでの結論はわが国の産業間賃 

金波及効果は,.一般に信じられている程強いものでは 

ない，というものであった。このことと佐野による分 

析結果とをつき合わせれぱ，大規模企業〔産業）間で 

は賃金波及効果が存在するが産業全体で考えれば，そ 

の効果はかなり弱められてしまう，つまり，中小規模 

企業では賃金波及効果が希薄であることを意味しよう。 

これは，大企業春闘賃金上昇率とマクロでみた一国全 

体の平均賃金上昇率が過去において，ほぽ平行的に推 

移してきた，というま察ま実と矛盾する。

M ehraの分析は，キー.インダストリー（あるいは 

キ ー .グループ） とそれ以外の産 業 に つ い て 各々の賃金 

決定関数の推定誤差間に相関関係が存在するか否かを 

検定することにより，産業間賃金波及効果の存在を検 

証するものである。したがって，小標本によを分析に 

適した方法とは言えない。

しかし，わが国の賃金決定は言闘を通して年度単位 

で行われるため，年度（もしくは年）ベース資料による

分析を行うことが好ましい。また，卷闘によって決め 

られるべき賃金は基參内賃金であり，残業手当やボー 

ナス等を含んだ現金給与総額ではない。Sh inka iの分 

析では，現金給与額が使われており，卷闘相場の決定 

を通じて行われている産業間賃金波及の検証の対象と 

しては問題が残ろう。

この分析では，製造業男子生産工程従享者基準内賞 

金に焦点をしぽって産業間賃金波及効果の有無を検SE 

する。特に男子生産工程従事者に限定した理由は，時 

系列で利用しうる資料の内で，この雇用者層が最も雇 

用ウェイト及び労働組合加入率が高い，ということの 

他に，わが国では異質雇用者間の賞金格差が大きいた 

め全雇用者の平賃金では異質雇用者の構成比の変動 

による影響を無視しえなくなろ可能性があることによ 

る。

この分析では，波及効果が存在しない場合に各産業 

が取りうる賃金決定額（賃金決定関数）を想定し，現実 

の賃金額がキー. インダストリ一の存在によって，そ 

れとどのくらい乖離しているかを検討することによっ 

て，産業間賃金波及効果の存在を検証する。ここでの 

結論は，Sh inka iの結果より強く産業間賃金波及効果 

の存在を支持しており，わが国の賃金決定機構におけ 

る賃金波及効果の重要性を再確認させろことになった。 

しかし，この分析の標本期間は1961年から1977年と短 

く，次節で示すように賃金決定関数など極めて簡単な 

形で特定化せざるをえない。そのことが，結論に何が 

しかの影響を及ほ' した可能性は排除できない。ますこ, 

この分析では，S h in ka iと同様に鉄鋼業がキー.イン 

ダストリーであろ，と仮定している力;，この仮定自身 

実誰的に確かめねぱならない問題であろ。

なお， 3 節で使用した資料については，資料付録を
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参照されたい

モ デ ル

産業間賞金波及が存在しない場合に，ゾ産業•男子

生産工程従* 者 （添字mで示す）の賃金は，以下の定式
( 1 )

によって決定されるものと仮定しよう。

( 1 ) W m ： =  d j ^ - V P r „ j  ル  C P / d パ 

dj o,  d j u  ゴj'2> 0

Wmj :男子生産工程従事者基準内賃金

VP^J ： " 1人当り附加価値額

CPI ：消費者物値指数

この式は，K u h 〔1〕及び M e h ra〔3 〕等の用い

た賃金関数とほぼ類似したものである。ただ，ここで

は j 産業のm という特定の雇用者層の賃金決定を扱っ
C2)

ているため，y / W の定« カ壞分異なっているoTFmプ 

は，産業間賃金波及が存在しない場合，当該産業に対 

して競争的市場均衡によって決定されるべき賃金水準 

と考えることができる。したがって，産業間賃金波及 

の存在は，当該産業の現実の賃金決定額を(1)式で示す 

TFmyと乖離させる働きを持つものとして捉えること 

ができる。

そこで，キー.インダストリ一の賃金決定が他産業 

に影響を与える場合，（2)式の形で示すことができるも 

のと仮定する。

(2) Q くろパ1 

Wraj :現実に給付される男子生産工程従享者

基準内賃金 

添字i は，キー . インダストリ一を示す。

注 （1 ) この式は，限界生産力均等条件[Wmi = PmCPj - E叫 P0. Xj /Lmnで表される労働需要関数と労働の供給関数を 

Wm【について解いた結果として理解できる。しかし，この分析では，供給関数について特定化していないため，厳密 

には，以上の条件を満たしているとはいえない。この分析では，標本期間が短いため，簡単化のため(1)式を採用してい 

る。 ’

〔2 ) 今，生産関数を 

. Xi=a-n z_n_Aio.i- ミら

利潤定義式を
7tj = Pj*Xj一 ̂ Lnj _  fj,K j_  ̂ QijPi*Xj

：利潤，Kj : 資本量，rj : 単位資本コスト，

その他の変数は資料付録を参照のこと。

と置けぱ，禾IJ潤極大条件より，雇用者について 

Wmj = 一 ァQiiPi)• Xj/Lmj — VPmj

この仮定の下では，キー•インタストリ一からの波 

及効果が大きい産業ほど，W v i jと，U)式で決定され 

る TFmゴとの差が大きくなる。つまり，6プ= 1 の場合 

には， J 産業の賃金水準はキー. インダストリ一のそ 

れとは独立に決定され，0 < ろゴ< 1 の時には， 部分的 

に影響を受け，b j= Q の時には，完全にキー.インダ 

ストリーの賃金水準に依存する，ことを示している。

したがって，ここで検IEすべきは，各産業のb j の 

値となる。 プの値は，観察不可能であり(2)式を直 

接推計してろゴの値を得ることはできない。そこで(2〉 

式に(1)式より得られるITmゴ，TTmfcを代入し整理す 

れぱ . 、

(3) W m j  =  eoQVPrr.j/VPrriJc')ね . .  C P Iね 

ô — dko'Cd jo/d jfco)も

ei = b j.d ji

むニゴfti+&ゴ. （ゴプ1 一rffci)

^z='bj'{.d j2—dic^+dic2
(3)

が得られる。この際，直接 TFmfcを導入せず(3)式のよ 

うな形で展開した理由は，TFmfcと CP/ などの間に 

高い相関関係が存在するため，多重共線などによって 

発生する統計上の問題を回避するためである。（3)式は 

識別条件を満た'していないが，この分析の前提より， 

キー • インダストリ一については，（1)式を直接推計す 

ることによって，rffcl, rffc2,の値を得ることができる》 

し た が っ て 及 び (3)式の推計結果O l , e z ) よ 

り，鉄鋼産業以外の産業について，b s を算出するこ 

とができる。

となる。

( 3 )  V P m jと V P m kの 間 に 相 関 関 係 が 存 在 す る 可 能 性 が あ る た め ， 

除 す る た め (3)式 の よ う な 形 に 変 形 し て あ る 。

:で は ， そ の こ と に よ っ て 生 じ る 統 計 的 問 題 を 排
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表 1 (3)式の抵計結果

産 業 ei が S.E. DW.

(A ) 食 糧 品 0.01901 0 .43428 1.03724 0.995 0.048 1.93

(0.15) (3.66) (5.65)

石油•石炭製品 - 0 .00555 0 .33214 1.06246 0.997 0. 033 2 .192

(-0.15) (7.26) (12.94)

非 鉄 金 属 0.03977 0.42023 1.08687 0. 996 0’ 039 1.760

(0. 22) (4. 96) (7.19)

輸 送 ' 機 械 0.04439 0.42187 1.02738 0.996 0.043 1.368

(0. 26) (3. 57) (5.48)

精 密 機 械 0.01700 0.36892 1.09086 0.997 0.035 1.774 '

(0.27) (6. 37) (10.61)

( B ) 繊 維 0 .17538 0 .57432 0.87747 0.995 0. 052 1.708

(1.13) (4. 49) (5.02)

木 製 品 0 .23567 0.64425 0. 77724 0.993 0. 058 1.644

(1.15) (4. 68) (3.68)

化 学 0 .11111 0. 37250 1.11813 0.997 0.034 1.522

(1.22) (8. 56) (13.13)

( C ) 衣 服

家 具

紙 . パ ノレ プ

出 版 ‘■印 刷

ゴ ム

皮 革

室 業

金 属 製 品

— iftnimz 機 tutW

電 気
■farft
w

その>他製造業

( ) 内はt - 値。
推定は0 L  S による。

推定に際しては， Jog Wmy = ̂ o+ei E  coi•log(FVmj!FVmi^-i

+ «2 a, 0)1•log (PFTOft)-i+^3 E  (Of log CPI-
<uo = 0.746, o»i = 0.254

のように，説明変数にラグをつけて行った。
が ：自由度調整決定係数 
SE ：標本誤差
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表 2 C欄に属する産藥の6プの計算値

産 業 bj 標準誤差

衣 服 0. 32544 0.0691

家 具 0. 34364 0.0672

紙 . バ ノレ プ 0. 53013 0.0481

出 版 印 刷 0.68437 0.0323

ゴ ム 0.75201 0.0254

皮 革 0.49289 0.0519

業 0.83997 0.0164

金 属 製 品 0.68575 0.0320

— 7UX 機 W 0.32379 0.0692

電 気 機
ixfi
W 0.39080 0.0624

その 他製造業 0.29206 0.0725

3. 推計結果とその検討

賃金の決定が春闘を通して年度単位で行われるため， 

観察期間の単位（年度と年）にズレが生じろ。また，賃 

金決定の多くは4 〜 6 月にかけて行われるため，今後 

一年間の当該産業の経営状況及び物価変動は不確定で 

あり，労使双方とも何らかの予想に基づいて賃金決定 

が行われていると考えられろ。

(3)式の推計に際しては，上記の問題を調整するため 

に，独立変数に1期のラグを付けて計測した。ラグの 

ウェイトは推計結果が最も良くなるように任意に選択 

している。

結果は， の t 値の大きさによって3 分類して表1 
C4)

に示した。A 欄は， t 値が一1 以上1未満，B 欄は1 

以上2 未満，C欄は2 以上の産業を示している。ここ 

で， の値が負で有意な産業は存在しない。

A 欄に分類した産業はすべてt 値が低く，《1 = 0 と 

いう帰無仮説を有意水準50% でも棄却することはでき

ない。したがって，ここで示した産業については，

さしあたってニ0 とみなすことが許容されるであろ 

う。この分析では，（1)式の仮定よりdハ〉0 であるすこ 

め， ニ0 は b jニ0 を意味する。（2)式の仮定より， 

ろプニ0 は当該産業の賃金水準がキー.インダストリ一 

の賃金決定に完全に従属していることを示す。

B 欄に属する産業については， の t 値より， 有 

意 に キ 0 かどうか判断することは非常に難しい。そ 

のため，以後議論の対象からここに属すろ産業を除外 

して話を進める。

C 欄に分類した産業については， t 値より少くとも 

b j> 0 であることがいえる。ろプ < 1 の時は部分従属， 

«»プ= 1 ならば完全独立となる。仮に，わ が 1を越えた 

場合は，前節の仮定の下ではその産業の賃金決定を説 

明しえないことになる。表 2 は，C欄で示した産業に

ついて，U)式から得られるrffc lと « 2 の値より，
(5)

b j の値を計算したものである。右端の数字は，b j の 

標準誤差を示している。この結果から概ねb i の値は 

0 から1 の間にあるとみなすことができる。したがっ 

て，C 欄で示した産業はすべてその賃金決定に際して 

キー.インダストリ一から部分的に影響を受けている 

ことになる。

以上の結果から，A, C欄に含まれる産業ではろ'  

の値は，0 <ろゴ< 1 の間にあり，鉄鋼業をキー.イン 

ダストリーとする産業間賃金波及が多かれ少かれ存在 

することになり，Shinkai〔 5 〕の示した結論よ‘り強く 

産業間賃金波及の存在を支持している。産業によって 

波及効果に違いが存在する理由については，幾つかの 

原因（例えば，産業間の企業規模分布，労働®合組織率の違 

い）をあげることができるが，この分析では，賃金波 

及のメカニズムを陽表的に扱っておらず，その解明は 

今後の研究に委ねられる。
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〔資 料 付 録 〕

本文で用いたデータの出所及び加工方法を以下に示す。

. ：所定内賃金

Wraj ニ Hmj.[1^mj/(がmゴ +1.

Hrrtj :所定内労働時間 

Z^j ：残業時間

Wmj :残業手当等の諸手当を含んだ決まって支給される賃金額 

以上いずれも『毎月勤労統計月報』（労働省）男子製造工程従事者の4 一 6 月期の平均値。

パ 1人当り附加価値額

VPmj=CPj~J^aij'PD'Xj/Lm,j

Pj, : 産出.投入価格 

Oij ：投入係数

x j : 所定内労働時間に対応した産出量[み = 全産出量• a ? /(が+Z))]

L饥i ：男子生産工程従事者雇用者数 

P j, Pi, O i jズプについては，Kuroda〔2 〕が公表された I / O データを用いて作成した1960年一1977年の 

時系列 I / O 表より使用した。

• C P / :消費者物価指数, 1975年= 1 0 0 『消費者物価指数』（総理府）より。

〔京都大学経済研究所；1984年 1 月より電力中央研究所経済研究所）
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